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ます。
　また、総合工事業団体においては、必要
な法定福利費の原資が着実に確保できるよ
う、主な民間発注者団体に対し法定福利費
を適正に考慮した金額により見積及び契約
締結を行うよう要請するとともに、各専門
工事業団体が作成した標準見積書の活用等
により法定福利費が内訳明示された見積書
の作成・提出を元請企業から下請企業に促
すよう、会員企業を通じて働きかけを行う
など、この見積書を提出するための環境づ
くりを行っています。
　このような総合工事業団体や専門工事業
団体等の取組を踏まえ、平成25年９月26日
に開催した社会保険未加入対策推進協議会
において法定福利費を内訳明示した見積書
の活用を一斉に開始することを申し合わ
せ、標準見積書の本格的な運用を開始した
ところです【図３】。
　
４　おわりに
　社会保険未加入対策推進協議会を設置し

て具体的な取組を開始してから約１年半が
経過し、来年度は目標期間の中間年度にあ
たります。ここで、これまでの実施状況を
検証・評価し、対策の必要な見直しを行っ
た上で、目標達成に向けて計画的に取組を
進めていきたいと考えております。
　今後、行政としても、様々な角度から対
策を進めていくことになると思いますが、
元請企業・下請企業・建設労働者等の建設
産業に携わる関係者が一体となって、社会
保険未加入対策の推進に向けた気運を盛り
上げ、それぞれの立場からの取組を強力に
推進していくことが何よりも重要です。建
設業における技能労働者の処遇の向上と産
業の持続的な発展に必要な人材の確保を図
るとともに、公平で健全な競争環境の構築
を実現するため、社会保険未加入は許さな
いとの固い決意をもって業界一丸となって
対策に取組む必要があります。

以　上

建設技能労働者の適切な賃金水準の
確保について
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　最近、建設業の人手不足や、それに伴う
入札不調が拡大傾向にあり、この問題を取
り上げた報道も増加傾向にある。これは、
被災地の復興や、消費増税前の駆け込み需
要等による建設工事の増加とともに、建設
技能労働者の高齢化や若年者の減少による
建設業の担い手不足が大きな原因と考えら
れている。特に、若年入職者の減少は顕著

であり、このままでは災害時の緊急対策や
復旧対策、また今後老朽化するインフラの
維持・更新にも支障を及ぼすことが懸念さ
れている。
　建設産業の担い手の不足の原因は、休日
の少なさやいわゆる3Kと呼ばれる労働条
件の悪さ、社会保険等の加入の遅れなどの
福利厚生の不備等、様々な要因が考えられ
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るが、その中でも最大の要因は、賃金水準
の低さである。（一社）建設産業専門団体
連合会の調査によると、賃金水準の低さ
は、建設業から離職する理由、建設業に入
職しない理由の双方で最も大きな割合を占
めている（図－１）。また、具体的な賃金
水準をみると、建設業に従事する男性の生
産労働者の賃金は、全産業平均のそれと比
べて約26％も低く、（賃金構造基本統計調
査：厚生労働省）上述の調査結果を裏付け
ている。
　このため、「賃金の低さ」を緩和・解消
することが、建設業の魅力を高め、産業に
再び人を呼び込む有効な手段であると考え
られる。
　そこで国土交通省では、平成25年度公共
工事設計労務単価の改訂にあわせ、全国平
均で＋15％の単価上昇を、さらなる賃金の
上昇に回すことで、業界全体の賃金をより
適切な水準に引上げるよう、この４月に太
田国土交通大臣から主要建設業団体に直接
要請するなどの取組を実施している。
　その後、50を超える建設業団体におい
て、技能労働者の賃金水準を確保すること
が団体の方針として決議され、個々の企業
の取組指針を策定したり、各地で説明会を
開催するなどの取組が行われている。

図－１　建設業への入職・離職原因

１．建設企業における賃上げの状況
　これらの取り組みや労働需給の逼迫等の
結果、この４月以降、賃金水準を実際に引
上げた企業（月給、ボーナス等種別は問わ
ない。予定を含む）は、全体の約36％と
なった（図－２）。この間の毎月勤労統計
調査（厚生労働省：図－３）についても、
全産業平均ではほぼ横ばいに止まるのに対
し、建設業では前年比1.6％の伸びとなっ
ており、とりわけ建設技能労働者を多く抱
える職別工事業では前年比＋1.9％と高い
伸びとなった。これは、賃金水準確保のた
めの一連の取組が、一定程度の成果を上げ
た結果と考えられる。
　しかしながら、この間の技能労働力の推
移は、ほぼ横ばいかやや減少傾向（図－
４）であり、依然として熟練工から若手へ
の技能継承がされないままに技能労働者が
減少し、近い将来の災害対応やインフラの
維持・更新を受け持つ建設産業の存続が危
惧される状況に大きな変化は見られていな
い。

２．今後の取組の方向性
　このような状況にかんがみ、技能労働者
の賃金水準の確保について、今後取り組む
べき方向性を以下に概説する。
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　国土交通省調査によると、賃金水準を引
上げない理由（図－５）で最も多い回答は

「発注者や元請負人から請負った金額が低
く、賃金引上げ費用を捻出できない」であ
り、二番目は「経営の先行きが不透明で、
引上げに踏み切れない」であった。このこ
とは、建設投資にかかる中長期的な見通し
の明確化及びダンピング対策の更なる実施
が、賃金水準の確保のために必要であるこ
とを示唆しているものと考えられる。
　一方、賃金水準を引上げた理由（図－
６）を見ると、「業績が好調」「業界の発展
に必要」「労働者の確保のため」「公共工事
設計労務単価の上昇により」がほぼ同比率
で並んだ。１点目は対前年度を上回る現在
の建設投資が、３点目・４点目は、平成25
年度公共工事設計労務単価の引上げと現在
の人手不足が賃金水準にも影響を与えてい
ることを示唆している。興味深いのは２点
目で、多くの経営者が、建設業界の発展に

図－２　賃金水準の引上げ状況（％）
図－３　過去６ヵ月の給与※対前年比
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図－４　技能労働者の推移

必要という自社の利益に限らない点に価値
を見出していることである。この点から
も、本年４月の大臣自らによる要請を含
め、技能労働者の適正な賃金水準の確保の
取組が一定程度成果を上げつつあるととも
に、より一層の周知徹底が必要であると考
えられる。
　このように、今回実施した一連の調査を
踏まえれば、『技能労働者の適切な賃金水
準の確保のための取組の更なる周知徹底』、

『建設産業の将来の見通しの明確化』、『ダ
ンピング対策の更なる実施』等の方向性
が、技能労働者の適切な賃金水準の確保の
ために必要であると考えられる。

３．新たな取り組み
　このように、一定の成果がみられるもの
の、いまだ十分とは言えない建設技能労働
者の賃金引上げ状況にかんがみ、太田大臣
からの要請から約半年が経過した10月23
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日、高木副大臣より主要建設業団体に対
し、取組の加速化を改めて要請した。
　これを受け、平成25年度公共工事設計労
務単価を用いて積算した工事現場に周知ポ
スターを掲示する取組を、公共工事の受発
注者が連携して実施してゆくことが新たに
合意された（図－７）。
　このポスターは、国土交通省発注工事の
みならず、国・地方自治体など公共工事設
計労務単価を使用している他の公共発注者
にも活用を呼び掛けているところである。
　これらの取組により、工事現場で働く技
能労働者一人一人に対し、適切な賃金水準
の確保のための取組が周知されることで、
技能労働者の賃金水準の確保が加速してゆ
くことが期待される。

図－５　賃金水準を引上げられない理由（複数解答）

図－６　賃金水準を引上げた理由（複数回答）

新労務単価フォローアップ相談ダイヤル 

若者にとって魅力ある業界であるために。 
真面目に働く職人が報われるために。 

主に大臣許可業者が関連する、新労務単価の対象となる請負契約にかかる情報その他の関連情報を受け付けています。 

図－７




